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第１章　予備調査の概要

１－１　要請の背景及び予備調査の目的

１－１－１　予備調査の背景

（1）ハバナ湾は商業港、観光資源としてキューバ経済にとって非常に重要であるが、生活・

産業廃水による水質汚染問題は非常に深刻であり、ハバナ湾の生態系及び生活環境への影響

が懸念される。

（2）ハバナ湾の水質汚染の主な原因は、湾に隣接する製油所からの油汚染、及び河川・下水

道を通した未処理の生活・産業廃水の直接流入により起こる富栄養化現象にあるとされてい

る。特に旧市街では 1915 年に建設された都市下水・排水システム（雨水管、下水管）があ

るが、下水処理場もなく、加えてシステムの老朽化、設計時の集水能力を超えた人口増加、

及び雨水管と排水管の違法な接続等の問題もあり、未処理の生活廃水が雨水管を通し同湾に

流入している。

（3）これに対してキューバ政府は、ハバナ湾沿岸の環境管理調整機関であるハバナ湾浄化・保

全・開発のための国家ワーキンググループ（GTE）を設立し、また関連基準や法規の見直し、

改善を図ってきた。さらに 1995 年～ 1998 年に地球環境基金（GEF）の協力を得、汚染に係

る調査が実施されたが、将来のハバナ市の工業・観光発展なども考慮したより包括的な計画

の策定と、フィージビリティ調査（F/S）の実施が必要とされている。このような状況のな

か、JICAは 1999年８月に環境分野プロジェクト形成調査団、2001年２月及び８月に企画調

査員を派遣し、効果的な技術協力の検討を図ってきた。

（4）かかる背景からキューバ政府は我が国に対し、ハバナ湾の汚染源の軽減、並びに同湾の浄

化を目的として、汚染源対策に係るマスタープラン（M/P）策定、及び①下水道システム整

備（雨水管・汚水管の分離、下水道システムの改修・拡張）、②廃水処理施設建設（５か所）、

③ハバナ湾に流入する河川の水質モニタリングシステム構築に係るF/S調査の実施を要請し

たが、熟度が低く、優先度が絞られていないため、予備調査団を派遣し要請書（T/R）を絞

り込む必要が認識された。

１－１－２　予備調査の目的

　キューバ政府の要請に基づき、水質汚染が深刻化しているハバナ湾における汚染源対策に係る

M/P策定及び下水道システムの改善を主眼とするプレF/S調査の実施を目的とした開発調査の、



－ 170 －

要請背景、実施体制、調査内容及び対象地域の確認、関連資料及び情報の収集を踏まえ、T/R を

絞り込むため予備調査団を派遣した。

１－２　調査団の構成及び調査日程

１－２－１　予備調査団の構成

担当分野

総　括

環境管理

汚染源対策／

下水処理計画

調査企画

通　訳

氏　名

菊地　智徳

水口　正美

三宮　武
　

遠藤　浩昭

八木　優子

派遣期間

10/11～10/18

10/11～10/18

10/11～10/20

10/11～10/20

10/12～10/18

所　　属

国際協力事業団　社会開発調査部社会開発調査

第二課課長代理

国際協力事業団　国際協力専門員

日本下水道事業団　計画部広域処理課課長代理

国際協力事業団　社会開発調査部社会開発調査

第二課
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１－２－２　調査日程

１－３　協議概要

　キューバ側との協議にあたり、本件がキューバで初めての開発調査であることから、調査団よ

りスキームの紹介とキューバ側の便宜供与（undertakings）の概略を説明した。特に開発調査は

「人材育成、組織強化」であり「構築物の建設」ではないこと、カウンターパート（C/P）配置は

調査実施に不可欠であること、効果的な調査にはステアリングコミッティ設置が必要であること、

調査実施にはキューバ側の便宜供与（事務スペースの提供、調査用車両の提供、免税等）が必要

であることを説明し、キューバ側の理解を得た。主な協議内容は以下のとおり。

（1）予備調査の目的

　予備調査団は何らキューバ側との間に約束をするものでなく、GTEにより要請のあった本開

発調査の内容を確認するためのものである。

日順 月　日 曜

１ 10月 11日 木

２ 10月 12日 金

３ 10月 13日 土

４ 10月 14日 日

５ 10月 15日 月

６ 10月 16日 火

７ 10月 17日 水

８ 10月 18日 木

９ 10月 19日 金

10 10月 20日 土

調査内容

成田→メキシコシティ

（八木団員参団）

メキシコシティ→ハバナ

日本大使館表敬、外国投資経済協力省（MINVEC）表敬

GTE打合せ

GTE打合せ

ハバナ湾、下水施設（カリブ海側への放流管、運河近くのポンプ場及び除

塵施設）の視察

団内打合せ、資料整理

MINVECにて関係機関合同会議

国際開発計画（UNDP）他ドナーとの意見交換

国家水資源庁ハバナ支局ハバナ市上下水道公社（DPRH/Havana-City）等協議

GTEにて協議

議事録（M/M）案作成

M/M署名

日本大使館報告

ハバナ→メキシコシティ

JICAメキシコ事務所報告

（八木団員離団）

（菊地、水口団員は他調査へ）

三宮、遠藤団員：

メキシコシティ→成田

　　　　　　　→成田着
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（2）調査案件名

　本調査を“the Development Study on the Improvement of the Sewerage and Drainage System for

the Havana Bay in the Republic of Cuba”とした（なお、和文名は「キューバ国ハバナ湾汚染源

対策調査」とする）。

（3）調査地域

　M/Mの別添２に地図を添付したが、ハバナ湾の集水域を対象地域とする。なお、キューバ側

は特に３河川流域（ ルジャノ川、マルティン・ペレス川及びアロヨ・タデオ川）及び３雨水排

水路（San Nicolás排水路、アロージョ・マタデロ排水路及びアグア・ドゥルセ排水路）を中心

に調査してほしいと要望を表明した。

（4）開発調査の目的

　調査の目的は、ハバナ湾の浄化と本調査を通じて行われる技術移転であり、その内容は、下

水（雨水及び汚水）システムの改善に係るM/P と優先プロジェクトのプレ F/S である。プレ

F/Sに関しては、調査団より現状のキューバとの技術協力において無償や有償資金協力が投入

される見通しがなく、事業化の確実性が薄いことからプレF/Sとしたいとの説明をした。キュー

バ側は調査団の説明に理解を示したが、プレ F/S でなく、F/S を実施してほしいと要請した。

（5）技術移転

　キューバ、日本側双方ともOJTによる技術移転、組織強化の重要性を認識した。事前調査団

が派遣されるまでに、主としてGTE、DPRH/Havana-City、運輸省湾岸環境センター（CIMAB）

及びハバナ市都市計画局（DPPF）からC/Pのリストが提出されることとなった。なお、技術移

転で使用した機材に関して調査終了後に供与してほしい旨要請があった。

（6）開発調査

　調査団はキューバ側に、開発調査スキームのメカニズム、フロー、キューバ側便宜供与事項

（事務スペースの提供、調査用車両の提供、免税等）、また、構築物の建設は調査スコープに含

まれないことを説明し、キューバ側はこれを理解した。

（7）ステアリングコミッティ

　調査はステアリングコミッティにより指導、監理される。調査団はキューバ側にステアリン

グコミッティの機能を説明し、キューバ側は理解した。GTEが議長を務め、DPRH/Havana-City

や他の関連機関が参加するステアリングコミッティを調査開始までに組織することに同意し
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た。

（8）調査結果の情報公開

　調査結果に関して、成果が最大限に活用されるために基本的に一般公開されることで双方同

意した。なお、機密事項にかかわる情報・データについてはその都度協議することとする。

（9）キューバ側は JICA に対して、本調査の実施に対して感謝の意を表した。また、今後更なる

協力の可能性を要請した。

１－４　団長所感

１－４－１　全体所感

　ハバナ湾の水質汚染に対しては、キューバ側は相当に重要な問題であると認識しており、解決

に向けての自助努力についても積極的に対応していこうとする意思がうかがえた。また当地の

UNDP事務所長からも、先行する他ドナーと協調しつつ我が国がハバナ湾汚染対策調査を実施す

ることに期待感が表明されたことなどから、この問題の解決に関して我が方が開発調査により支

援していく意義は大きいと思われた。

　キューバにおいてはハバナ湾汚染対策のために既に、関係する12の行政機関のパートナーシッ

プとして対策を協議、実施するための特別な機構が 1998 年に国家評議会の承認の下に設立され

ており、関係各機関の上層部において緊密な連携がとられていること、また、今回の調査団が要

求した資料については滞在中にほぼすべてが入手できたことなどから、先方のそうした強い意思

がうかがわれ、我が国の協力についても相当な期待感があることが感じ取れた。

１－４－２　調査結果概要

　今回の要請の内容は、大別して次の２種類、すなわち、

①ハバナ市旧市街の雨水管・汚水管の整備に係る調査（違法接続が多く、雨水管を通じてハバ

ナ湾に相当量の汚水が流入している現状にかんがみ、主要な３つの下水管の周辺の調査を実

施して対策を立案すること）

②主要な３河川を通じてハバナ湾に流入する汚水量を軽減するための対策に係る調査（主要３

河川の流域の下水排出の状況などを調査し、下水処理場の建設を含む具体的な対策を立案す

ること）

であることが確認できた。

　ハバナ湾の汚染対策には生活排水の流入対策以外にも、湾の沿岸の工場から排出される排水規

制も必要であるが、先方の我が方への要請の中心は上記①及び②にあること、また、先方は①、
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②の双方の対策が等しく重要であり、我が方には双方の問題の解決に資する開発調査を実施して

もらいたいとの意向が調査団に表明された。

　我が方の姿勢としては、先方の意向に配慮しつつ双方の内容の実施について前向きに検討する

ことが望ましいと思われる。

１－４－３　本格調査実施にあたっての留意事項

（1）多くの機関との連携と調整

　ハバナ湾汚染対策に関しては港湾管理、下水処理、環境保全などの分野を所管する多くの

機関がかかわるため、開発調査の実施にあたってはデータ収集の許可など煩雑な手続きが生

じることも予想される。そのため、キューバ側において関係機関の総合調整を司るGTEをは

じめ、多くの機関との緊密な連携の下に開発調査が実施されるべきものであることに十分留

意すべきと思われる。

（2）他のドナーによる協力との連携

　ハバナ湾の汚染問題に対する国際的な支援は 1 9 7 9 年から国連教育科学文化機関

（UNESCO）や国連環境計画（UNEP）の協力に始まり、GEFが 1995年～ 1998年にかけてハ

バナ湾の水質汚染調査を実施し、汚染の原因把握と対策を提言してきた経緯がある。この調

査に関連して既にUNDP、イタリア、ベルギー、ドイツが具体的な協力を決めており、また

ノールウェーも協力の意向を示していることがUNDPにおいて確認された（UNDP及びイタ

リアは下水処理場建設などへの融資、ベルギーは汚水管や雨水管のリハビリ、ドイツは関連

する分野の人材育成等）。

　これら先行ドナーの協力は我が方が実施する開発調査の内容と密接に関連することから、

これら先行ドナーの協力の状況についても、次回の事前調査（S/W調査）や本格調査におい

て関係機関から聴取し、参考にすることが必要と思われる。

　GEFが実施した調査結果は、開発調査の調査スコープを決定するために有用であるだけで

なく、我が方の開発調査実施にあたっても、GEFの調査において使用された諸条件の確認は

先行調査結果との整合性をとるうえでも必須であると思われる。

（3）先方の F/S への期待感

　今回の協議において、日本側では、本件開発調査においてはM/P作成及びプレF/Sを実施

する方向で検討がなされている旨を調査団から説明したが、先方（チョイGTE委員長）から

はF/Sの実施までを希望する旨の要望が表明された。先行するGEFの調査やキューバ側が独

自に実施した調査においては、いずれの事業に対してもF/Sは実施されていないために事業
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費積算がなされておらず、下水処理場建設事業への融資が断られたケースがあったこと、ま

た実際に融資が承認されたケースでも事業費積算が正確になされていないために、工事実施

にあたって追加資金が必要になっているケースがあるなど現実にGTEが直面している問題が

あることから、我が方の開発調査においてはF/Sまでの実施を強く望むとの意向があるもの

と思われる。

（4）他スキームとの連携

　ハバナ湾の汚染対策について我が方は既にJICA専門家派遣での対応やJICA大阪センター

における特設研修コースの設立などにより対応してきているが、更に下水処理場経営、下水

処理場や下水管メンテナンスなど今回の開発調査による協力の範囲には含まれないと思われ

る分野においても技術協力のニーズは高いと思われる。そのため、JICA専門家派遣などのス

キームを活用しつつ有機的に開発調査による協力と連携させることによって協力の効果を一

層高めることが期待できると思われる。

（5）その他

　ハバナの下水インフラは約100年前に敷設されたものがほとんどであるが、水道インフラ

についても老朽化が相当に進んでおり、漏水率が高いなどの問題がある（30 ～ 40％に及ぶ

ために十分な水供給ができておらず、また料金回収率が低いために水道事業経営にも問題が

多い由）ため、今後、水道分野においても開発調査や専門家派遣などによる協力を検討して

いくニーズが高いことがうかがわれた。
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第２章　調査対象地に係る現状と課題

　キューバにおける環境問題に関する基本的枠組みは、近年になって設定・整備が進められてお

り、その概要は次のとおりである。

　法制度については、憲法（1976年制定、1992年改正）第27条において環境保護に関する規定

があり、具体的には「環境に関する法律（1997年６月、第81号）」により、大気汚染や水質汚濁

の防止はもとより環境影響評価、環境教育等について、基本的事項を定めている。

　行政組織としては、1994 年に科学環境技術省（CITMA）環境局が設立され、各県に支部を有

し、市町村レベルに職員を配置しているほか、海洋研究所、環境管理センター等の付属機関があ

る。

　環境政策としては、1997年６月に「国家環境戦略」を策定し、環境問題の現状と対策の方向を

提示している。

　ハバナ湾浄化に関しては、ハバナ副市長や科学環境技術省副大臣が主体となる実施機関、ハバ

ナ湾浄化・保全・開発国家ワーキンググループ（GTE）が1998年６月に国家評議会で決議、設立

された。GTE設立前には汚染に対する担当機関がなかった。委員長が運輸大臣から任命を受ける

のは、ハバナ湾の水に係る管轄機関は運輸省だからである。GTEのスタッフは 19名で、副委員

長は２名である。GTEは 12の関係機関から構成されており、うち７つの機関が水質検査に関係

しているため、GTEはこれら個々の機関の検査を全体として調整する立場にある。また、12の関

係機関から構成される技術支援委員会を結成し、国及び県レベルの関係機関が集まり、月に１度

の会合を実施している。浄化予防部は53企業と船からの排水を管理し、環境管理部は港湾地区外

の工場を監視する役割をもつ。なお、GTE は、農業省と協力して植林等も行っている。

　GTEの予算は、港湾使用料が歳入に組み込まれており、2000 年度では 100 万米ドルの収入が

あった。なお、港湾使用料は地球環境基金（GEF）調査の提言により2000年１月より開始してい

る（港湾使用料の徴収はGEF 調査の提言に基づく）。

　なお、GTE技術支援委員会を構成する 12機関は以下のとおり。

①運輸省港湾清掃局

②運輸省湾岸環境センター（CIMAB）

③内務省港湾局

④運輸省港湾安全検査局

⑤漁業省漁業法規部

⑥県行政評議会県保健事務所

⑦県行政評議会県上下水道事務所

⑧県行政評議会県コミュニティーサービス事務所
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⑨県行政評議会県土地計画建築事務所

⑩レグラ地区（市町村）評議会

⑪ハバナ旧市街地区（市町村）評議会

⑫ハバナ東地区（市町村）評議会

２－１　ハバナ湾に係る現状と課題

２－１－１　概　況

　ハバナ湾は水面積が約 5.2km2（東西及び南北とも最長で約４ km程度）であり、３か所に枝分

かれした湾内水域と、外海とを結ぶ長さ約 1.5km、幅約 200 ｍの航路水域から構成される、小規

模であるが特異的な天然の良港である。

　しかしながら、ハバナ湾の水質汚濁が進行してきた背景には、このような水理地形的な特徴が

根本的な要因となっていることも事実である。すなわち、狭あいな航路水域は外海との海水交換

に限界をもたらす最大の原因でもあり、湾内に流入する河川（ルジャノ川、マルティン・ペレス

及びアロヨ・タデオ川）はあるものの水量が少ないことから、これらの淡水の流入による海水交

換の促進効果はほとんど見られず、総合的に判断して、ハバナ湾は典型的な閉鎖性水域であると

考えられる。

　18世紀後半の植民地時代からハバナ湾の汚染が始まった。20世紀初頭、当時の人口は30万人

で 60 万人まで対応できる下水施設を整備したが、現在人口が 100 万人となり、施設能力の不足

と老朽化、そして雨水管への違法接続が汚染につながっている。今日105の企業がハバナ湾を汚

染しており、うち 53 企業が沿岸に位置する。ルジャノ川、マルティン・ペレス川、アロヨ・タ

デオ川と 14 雨水管が湾に注ぎ、違法な接続により雨水管に汚水が混じっており、雨水管がハバ

ナ湾の水質に大きく影響を与える２番目の要因となっている。排水規制はあるが、工場排水も河

川を通してハバナ湾に流入しており、あまり守られていないようである。また、雨天時には大量

のゴミが湾内に流れ込んでいる。汚染源に関する調査が、1996年から 1998年にかけてハバナ県

政府により１回行われたが、この調査結果が政府をして、ハバナ湾浄化の必要性を認識させるに

至った。

　これに加えて、ハバナ湾の周辺域において都市が発達するとともに、海運を利用した石油精製

施設等が立地しており、これらの都市廃水及び工業廃水はすべてハバナ湾に流入することから、

流入負荷量の増加による水質の悪化、滞留による内部生産の促進に起因する富栄養化が進行する

のは当然のことである。

　キューバ側の説明によるとハバナ湾の汚染源は①汚水が混じる雨水管から②流入河川（し尿、

生活排水等）から③工場から、の３つあり、かつその３つが共に同じ程度の汚染を排出してい

る。①は複雑で難しく、②は比較的簡単で目に見える形で分かる、③は企業が努力すべきであ
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る、としている。①については全部で 14 本の雨水管が流れ込むが、うち３つが排水の 70％を占

めており、その中の１つのアグア・ドゥルセについては 60 ～ 70％対応できるようになる見込み

である。残りについては対策が立てられていない。第４番目の汚染源としては、港湾船舶による

もの（バラスト水）があげられるが、これに対して GTE はコントロールしやすい権限と能力を

もっているし、船会社の責任でもある。

　３つの市町村レベルの自治体が湾の周りを取り囲み、66km2のハバナ湾流域に７つの市町村レ

ベルの自治体がハバナ湾の汚染源を発生している。

２－１－２　現　状

（1）ハバナ湾の水質悪化に影響を及ぼしている都市廃水と産業廃水の現状は、次のとおりで

ある。なお、ハバナ市の人口（1999年で約 219万人）は過去30年間で約 40万人が増加して

きており、ハバナ湾に係る流域においても、このような人口増加が水質汚濁物質の増加に連

動しているものと考えられる。

1） 都市廃水

　都市廃水については、旧市街部からの雨水と汚水の処理については分流式とし、汚

れの少ない雨水は雨水管を経由して湾内へ放流し、汚水は汚水管により航路水域の下

を横断して対岸のポンプ場を経由して海外へ放流することとしている。しかしながら、

雨水管にかなりの汚水管が違法接続されていることから、湾内への流入水の汚濁負荷

量の増大を招いているほか固形廃棄物も流入し、結果として、悪臭の発生、海面色の

黒変等による景観への阻害を引き起こしている。また、汚水の外海放流方式において

も、停電時及び大雨時には湾内への緊急的な放流を認めていることから、必ずしも当

初の目的は達成されていない。

　一方、湾内に流入する河川であるルジャノ川、マルティン・ペレス川及びアロヨ・

タデオ川については、流域の下水道が未整備であることから家庭廃水が直接流入して

水質が悪化し、流量は少ないもののこれらの河川による湾内への流入負荷量は無視で

きないものとなっている。

2） 産業廃水

　産業廃水については、ハバナ湾沿岸の施設はかなり古い年代に設置されていること

から必要な汚水処理施設を保有しておらず、未処理のまま汚水を排出しているといわ

れている。また、ルジャノ川流域では多くの工場が排水していることから、工場廃水

による汚染も著しい状況にある。なお環境局には立入検査権があり、工場廃水につい

ては排水基準があり、違反に対する改善命令権も有しているが、近年の財政悪化と厳

しい経済制裁の下では、実際には提言・勧告にとどまっている。
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　このほか、石油精油所や船舶からの油流出による湾内汚染も大きな問題となってい

るが、JICAの石油汚染対策専門家の派遣により浄化対策の実施に大きな効果をあげて

いる状況にある。

（2）ハバナ湾の浮遊廃棄物等の清掃については、GTE が実施している。

（3）ハバナ湾の水質汚濁を軽減するために、国連開発計画（UNDP）の GEF により、ハバナ

湾の集水域内の４地域で下水処理に関するマスタープラン（GEFとしてはF/Sと認識）を作

成している。さらに、ゾーン４については、下水処理施設の建設に資金を投入する予定であ

る。

　　このほか、イタリア、ベルギー及びドイツからの下水処理に関連する事業への支援が見込

まれている。

２－１－３　課　題

　閉鎖性水域であるハバナ湾の水質汚濁の進行を食い止めるには、まず都市廃水及び産業廃水の

流入負荷量を減少させなければならない。このためには、湾内の海水交換の頻度や湾内及び関連

河川の水質の状況を適確に把握すること、集水域の社会環境に関する情報を収集して分析するこ

と、改善目標及び目標年次を設定することなどを考慮したうえで、適切な対策を講じなければな

らない。

　これを下水道の整備で対応するとした場合、その効果を検討したうえで、対象となる地域を定

め、事業としての実施順位も考慮しなければならない。

　なお、GTEは、ハバナ湾に係る下水道処理に関するマスタープランとして、GEFが策定した４

地域に独自の３地域を追加して７地域としたものを使用している。しかしながら、追加した３地

域についてGEFは全く関与していないことと、また、それらの諸元については根拠がほとんどな

いものと思われることに留意しなければならない。

２－２  下水に係る現状と課題

２－２－１　中央下水道システム

　ハバナ旧市街地には、20 世紀初頭に建設された下水管が埋設されている（中央下水道システ

ム）。本来のシステムは汚水と雨水を別々に収集し、雨水はハバナ湾内に放流し、汚水は外洋に

放流（未処理）するものであった。

　しかしながら現状では、一部の雨水管に汚水管が違法接続されており、未処理の汚水が閉鎖性

水域であるハバナ湾に流入している。これがハバナ湾の汚濁の要因の１つとなっている。
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　違法接続の原因としては、汚水管と雨水管が輻輳（込み入っている）していることに起因する

いわゆる誤接続と汚水管の能力不足に起因するものがあると考えられる。後者については、当シ

ステムが 60 万人の人口に対応したものであるのに対し、現在汚水管を利用する人口が約 100 万

人に達していることによるものである。

　また、収集された汚水はハバナ湾の入り口の航路の下に埋設された管渠内を通り、対岸（モロ

要塞側）の貯留池に貯留されたのち、ポンプアップ（カサブランカポンプ場、写真２－１）され

て外洋に放流されている（図２－１、写真２－２）。２時間以上停電した場合にはハバナ旧市街

地側のバイパス管から湾内に放流されることとなり、長時間の停電は湾内の水質に対して好まし

くない。停電の頻度は確認していないが、視察の最中にも短時間の停電が発生した。ポンプ場に

設置されている非常用の発電機は老朽化して稼働しないということであった。

　実際にハバナ湾内を視察したところ、雨水管の放流先付近の海面は茶色く濁っているとともに

汚物が浮遊し、汚水・汚物の臭気が漂っている状況であった（写真２－３、写真２－４）。

　当システムの改善の方法として、①雨水管と汚水管の完全分流化、②雨水管と汚水管を完全分

流化し、汚水は下水処理を実施、③汚水を含めた雨水を遮集したのち外洋へ放流、④汚水を含め

た雨水を遮集したのち下水処理の方法が考えられる。

　①を実施する場合は、既に水資源省ハバナ支局で保管している管渠の台帳で確認できている部

分については、それに基づいて分流化対策を実施し、不明の部分については、マンホール間で目

視、又は管渠内を点検する機械（ロボット）を持ち込んで確認作業をすることになると考えられ

る。調査にはかなりの日数を要すると考えられる。

　また、先に述べたように管渠の能力が不足していることから、利用する人口に見合った管渠の

図２－１　汚水の外洋への放流概念図
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増補及びカサブランカポンプ場の能力増強を行う必要がある。

　②は①と同等の対応を実施したのち、雨水は基本的には未処理のまま放流し（場合によって

は、除塵程度は施す必要がある）、汚水は処理をしたのち、放流することになる。処理水の放流

先は閉鎖性水域であるハバナ湾内は避け、外洋に直接放流することが望ましい。ただし、環境基

準等が定められていないことから、処理レベルについては、維持管理費等も勘案したうえで決め

る必要がある。

　今回までの打合せにおいては、①又は②による対応を想定しているが、③はこれらが著しく困

難と想定される場合の対策である。この場合は分流化を断念し、合流式下水道として対応するこ

とになる。効果的には①とほぼ同等であると考えられるが、放流先については環境や景観等を勘

案したうえで慎重に決める必要がある。

　④は、③に対して処理場があるケースである。基本的には晴天時には汚水をすべて処理し、雨

天時には一部未処理の下水が越流することになる。そのため、このケースも処理水の放流先は外

洋が望ましく、少なくとも雨天時の越流水を湾内に流入させない必要がある。

　いずれの方法を採用するかについては、事業費や環境に対する影響、調査期間等を十分に検討

したうえで決定することが望ましい。

　特に、汚水管には工場からの接続もあるということであるので、汚水を外洋に放流しても問題

が生じない水質であるか（重金属等）、十分に調査をしておく必要がある。重金属が多い場合は、

工場の接続だけチェックする必要があるかもしれない。

２－２－２　ハバナ湾流入河川

　ハバナ湾に流入する河川のうち比較的大きなものとして、ルジャノ川、マルティン・ペレス

川、アロヨ・タデオ川がある。いずれの河川についても工場からの廃水、家庭からの生活雑排水

やし尿が流入していると考えられ、河川そのものの汚濁が進んでいる。これがハバナ湾の汚濁の

２つ目の要因である。

　視察したところ、ハバナ湾内の河川の河口付近の海面は薄緑色に濁っており、いわゆる下水臭

が漂っていた。また、ルジャノ川では汚物が浮遊しており、また、その他の河川についても、多

量のゴミが河岸の植生に掛かっていることが確認された（写真２－５、写真２－６）。

　いわゆる公共用水域への排水基準は受水域別に定められているとともに（表２－１、表２－２）、

違反したときの罰則や対策についても定められている。また、下水道の受入基準についても定め

られている（表２－３、表２－４）。
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　今回の聞き取りでは、下水道への受け入れについては、60 ～ 70％の工場（事業場）について

達成できているということであったが、裏返せば 30～ 40％については遵守していないというこ

とになる。また、公共用水域への排水については、今回の調査では確認しなかったが、比較的大

きな工場の排水について規制できたとしても、小さな工場や家庭からの排水について遵守できて

いるとは考え難い。

　３つ目の汚濁の原因とされる石油精製場等の工場からの油流出や大きな工場からの排水につい

ては、それぞれの工場でいわゆる除外施設を設けて対応することが望ましいため、汚濁負荷量の

算定等、今回の調査に直接的に関係するもの以外、調査範囲からは外すことになっている（写真

２－７、写真２－８、写真２－９）。

２－２－３　下水処理施設

　ハバナ湾の集水域では人口の 40 ～ 45％が下水道（管渠）を利用している。また、下水道を利

用することで、必ずしも下水が処理されているわけではないが（上記の旧市街地のように未処理

で放流されている場合があるが）、ハバナ市内の下水処理方式としてはオキシデーション・ラグー

ン（酸化池）方式（15 か所）、散水濾床法、浄化井（116 か所）の３種類が採用されている。

　当国では電力事情が非常に厳しく、いずれも電力消費量が少ない方式が採用されている。処理

能力300 l/s（２万 6,000m3／日。ただし、現在の流入量は約１／３）、散水濾床法を採用している

キブ処理場では、処理水は外洋に直接流れ込むキブ川に放流されており、ハバナ湾とは関連しな

いが、当国における下水処理のモデル的ケースとなっている。

項　目 単　位 許容値

アニリン mg/  l 06.0

アセトアルデヒド mg/  l 20.0

アセトン mg/  l 40.0

安息香酸 mg/  l 15.0

ブタノール mg/  l 10.0

メタノール mg/  l 30.0

プロパノール mg/  l 12.0

エタノール mg/  l 14.0

グリセリン mg/  l 90.0

トルエン mg/  l 15.0

酢　酸 mg/  l 25.0

ジエチルヘキサン mg/  l 06.0

硫酸アルミニウム mg/  l 00.0

表２－４－４　特殊物質の制限値表２－４－３　重金属類の制限値
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　当処理場では、水処理は２段階の沈澱池→散水濾床→最終沈澱池を経て放流されている。濾材

はプラスチック製で表面は苔に覆われている（写真２－ 10）。沈澱池の汚泥については、濃縮の

のち、天日乾燥して農地還元している。いずれの施設についても覆蓋はないが、臭気は特に気に

ならなかった。

　また、ルジャノ川には国連開発計画（UNDP）の援助による生物学的処理方法による下水処理

場及びイタリアの援助による除塵、除砂及び沈澱処理程度の処理を行う下水処理場の建設が決

まっており、後者の処理場については、ベルギーの援助でアグア・ドゥルセ雨水排水管から処理

場への導水渠を建設し、雨水渠を流下する汚水の一部を処理場に流入させることになっている。

　GEFの調査では、ハバナ湾が閉鎖性水域であることから、窒素・燐の除去の重要性について述

べており、ＵＮＤＰの援助による下水処理場は、嫌気－無酸素－好気法（A2O法）を採用するこ

ととしている（ゾーン４、図２－２）。

　この方法は、反応タンクを嫌気タンク、無酸素タンク、好気タンクの順に配置し、流入水と返

送汚泥を嫌気タンクに流入させる一方、好気タンク混合液を無酸素タンクへ循環する方式で、窒

素については、アンモニア性窒素が亜硝酸性、若しくは硝酸性窒素に酸化され、更にこれらが無

酸素タンクに循環されることで窒素ガスに還元されるものであり、リンについては、嫌気状態で

正リン酸として混合液中に放出されていたものが、これに続く好気状態で微生物がポリリン酸と

して過剰に摂取するものであり、標準的な日本の都市下水の場合、全窒素除去率60～70％程度、

全燐除去率 70 ～ 80％程度を期待できる（参考文献：社団法人日本下水道協会、『下水道施設計

画・設計指針と解説  後編 』、1994 年版）（GEF の設定でも全窒素 70％、全リン 56％よりも多い

除去率を予定）。閉鎖性水域へ流入する下水の処理方法として、日本でも一般的に採用されてい

る方式であるという面から納得はできるが、当国の電力事情や資材（部品）調達、維持管理の難

易度を勘案すると、やや不安な要素もあると思われる（GEFの報告書のなかでは、維持管理の容

易な方法を採用すべきだと書いている）。

図２－２　嫌気－無酸素－好気法のフロー図
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　また、GEFの調査では水処理だけでなく、汚泥や汚泥処理に伴って発生する消化ガスの利用に

ついても言及している。

　汚泥については、肥料として農地還元することになっている。これについては、既にキブ処理

場の汚泥について利用している事例がある。

　ただし、地域によっては工場排水を受け入れる場合があり、重金属の影響によって農地還元で

きない可能性もあり得る。その際の汚泥の処分方法についても検討しておく必要がある。

　消化ガスの利用については、場内で利用することになると思われるが、場外での利用について

も検討しておく必要がある。

２－２－４　下水道に関連する制度等

　下水道事業は水道事業、治水事業（雨水対策）とともに国家水資源省が所管している。国家水

資源省の下部組織としてハバナ支局、更にその下に４つの公社が置かれている。

　現在の予算は水道事業が最も多く、次いで治水事業（雨水対策）、下水道事業（汚水対策）の

順になっている。水道管のうち75％に当たる2,300kmが築50年以上を経過して老朽化した水道

管であり、非常に漏水が多い。人口５万人以上の都市における１人１日当たりの平均給水量は家

庭、商業、工業、公共施設等合せて470 l／日で設定されているが、実際にポンプアップして施設

から供給している水量は 622 l／日ということであり、単純に考えて、約 25％が漏水している計

算になる。

　当国においても下水道の使用に伴って料金を徴収する制度は存在し、基本的には家庭利用、商

業利用とも水道料金の 30％分を徴収しており、公社としても料金徴収を重視している。

　下水道接続に伴う工事費は私有地と公有地の境界で仕分けし、両者の接続部分の工事費負担は

公共側で請け負うことになっている。

　また、いわゆる日本でいうところの下水道の供用にあたっては、その接続義務を課しており、

下水道を接続しない場合は水道の接続許可をしないことになっている。

　実態として料金の回収がどの程度行われているか、下水道の接続がなされているかということ

については定かではないが、少なくともこれらの制度、考え方が存在することは、今後下水道分

野に関して援助をしていくうえで重要であると考える。

　さらには、環境に対する教育施設の設置や各家庭から排出される負荷を軽減する施策を各国の

援助の下に行うことになっており、これらのいわゆる環境教育も非常に重要である。

　今回は流入負荷に対する対策であるが、将来的には湾内に堆積した汚泥（底泥）によるいわゆ

る内部生産等も問題になることが想定される。そのため、底泥のしゅんせつや潮汐を利用して湾

内の海水の循環を早める放水路の建設等についても検討する必要があると考えられる。
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２－３　国際機関、他国援助機関等の援助動向及び援助実績

　UNDPをはじめ他国際機関は過去10年間、キューバ国民の生活向上のための活動を行ってきた

が、最大の調査はGEFによってなされた。ハバナ湾浄化と国連の関係は、1987 年から国連教育

科学文化機関（UNESCO）がハバナ湾汚染に係る事前調査を実施したことから始まり、調査を通

じキューバにおける港湾汚染に係る組織強化、人材育成に影響を与えた。ハバナ湾浄化に関する

主要な課題を提言したのもGEF調査によるものである。

　当該分野に係る海外の援助は以下のとおり。

２－３－１　GEF

　（1）GEF ハバナ湾水質汚染調査プロジェクト（1995 ～ 1998 年）

　カリブ海の４つの地区（ジャマイカ、コスタ・リカ、コロンビア、キューバ）でGEFの入

札準備が1993年に開始された。これは①UNESCOの調査を更新、②近隣地域での情報の共

有化、③専門家の育成の目的で調査が行われた。調査の成果として、①汚染発生源の同定、

②投資計算、③汚染と発生の関係、④インフラ状況等が分かった。具体的には、ルジャノ川

での処理施設３か所、マルティン・ペレス川での処理施設１か所のインフラ投資を提案し、

それぞれに流域の栄養素容量、無機・有機物容量、場所、調査方法等４つのフィージビリティ

調査（F/S）も実施したとされるが、これには技術的な調査をしていない（本調査団はその

F/S の内容を、かなりマスタープラン（M/P）に近いものと判断している）。

　GEF調査により、GEFは精油所に対し1,700万ドル相当の対策を提言するなど、ハバナ湾

浄化に必要な経費はざっと１億ドル以上かかる。これら提言を実施するには非常に大きなプ

ロジェクトで、様々な協力が必要である。現在ドイツ・イタリア・ベルギーが加わり、更に

ノールウェーも参加の意思を表明している。

（2）現在までの進捗状況

　４つのインフラ投資の提案のうち、GEFはそのうちルジャノ川での施設１か所（キューバ

のいうところのゾーン４）を建設するための支援を 1999 年承認し、基金も用意してある。

キューバとジャマイカがUNDPでの予算上１つの案件として採択され、ジャマイカが実施の

GEF ゾーン４ 370万ドル

イタリア ゾーン６ 139万ドル

ベルギー ゾーン６ 89.7万ドル

ドイツ 20.2万ドル

下水処理場（生物学的処理）

下水処理場（物理化学的処理であるが、実際は浮遊ゴミ

の処理と沈澱処理と思われる。）

うち40万ドルはアグア・ドゥルセ雨水排水管の排水をイ

タリアの援助で建設される処理場へ導水するための施設

の建設、その他環境教育センターの建設

研修（2000.5～ 2002.5）、近々ワークショップあり。
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ための要件を満たしておらず停止していたため、キューバ支援の予算措置も遅れたものであ

るが、キューバのみ実施することとして近く（2001 年 11 月までには）開始される予定であ

る。

　４つの処理施設のうちルジャノ川で建設予定の施設１か所（ゾーン４）で、流域の汚染源

の50％を処理できる。UNDPは４つのうちで一番インパクトの大きいものを採択し、370万

ドルをかけ、ゾーン ４に汚泥処理施設を建設予定である（７万人が裨益）。また、イタリア

はルジャノ川河口（キューバのいうところのゾーン６）に物理化学的処理を行う下水処理場

建設を予定している（２万人が裨益）。

　ルジャノ川での処理施設３か所、マルティン・ペレス川での処理施設１か所のうち、２か

所はまだドナーがついていない。

（3）JICA の開発調査に対して

　UNDP は各国機関のコーディネーターの役割を演じたく、JICA の開発調査に対し、マル

チ、バイの連携調整協力、情報提供、ロジ（機材購入等）の便宜供与など全面的に協力をす

ることを言及した。

２－３－２　イタリア

　イタリアによる当該分野への援助額は 138.5 万ドルであり、主な内訳は以下のとおり。

① 121.1 万ドル：ゾーン ６処理施設

② 7 万ドル：大気モニタリングユニット

③ 5.3 万ドル：UNDP に

　GEF の M/P 後に、イタリアがキューバと共同で、ルジャノ川河口（ゾーン６ ）に物理化学的

処理を行う下水処理場建設を予定している（２万人が裨益）。イタリアは121.1万ドルを拠出する

が、処理施設は200万ドルかかるため、残りはキューバ側が予算措置する。2001年は既に44.7万

ドル支出済みであるが、まだ 40 万ドル不足している。緊急援助（無償）のため 2001 年 12 月に

終了するはずであったが、2002 年２、３月に終了予定である。

２－３－３　ベルギー

　ベルギーはGEFのM/Pをフォローするため、４つの事業に協力（89.7万ドル）することになっ

ており、2001 年 10 月 12 日に在キューバのベルギー大使とGTE代表との間で調印されている。

① 40 万ドル：アグア・ドゥルセ雨水排水管のゴミをゾーン６処理場に接続。アグア・ドゥル

セ雨水排水管の排水（1,200  l/s）をイタリアの援助で建設されるゾーン６下水処理場へ導水

（750  l/s）するためのポンプ場（４機のポンプ）及びポンプ場から処理場への PBC 導水管
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（956ｍ×内径1,200mm、20万ドル。プラスチック製、自然流下）。当該処理場へは、工場か

らも接続。アグア・ドゥルセ雨水排水管からポンプアップするための管は内径800mm、10万

ドル。

② 32万ドル：港湾周辺のゴミ除去作業。20万人が裨益するゴミ分別プラントも含む。ただし

35 万ドルかかるのでイタリアと交渉を始めている。

③ 9.2 万ドル：環境教育用の施設整備費（環境教育センターを設立予定）

④ 4.5 万ドル：７地点の大気汚染観測ユニット（キューバ保健省も協力の予定）

２－３－４　ノールウェー

　ノールウェーは、汚染発生源の１つである各家庭の汚水を少なくするため、家庭でできる自然

に優しい活動を支援する予定である。

２－３－５　日　本

　日本から短期専門家派遣や湾岸を浄化するための機材の協力が行われた。ハバナ湾沿岸距離は

18.6km で、これらの機材も用いて今後３年でハバナ湾がきれいになることが期待されている。

　現在JICA大阪センターが進めている国別特設研修「キューバ環境マネージメント」に関して、

研修員としてハバナ湾汚染対策関係者も参加することが予想され、本調査との連携に留意する必

要がある。

２－３－６　ドイツ

　ドイツは、２年間のプログラムとして人材育成分野で20万ドルの支援をする予定がある。
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第３章　調査の基本方針

３－１　本件実施の妥当性

　ハバナ湾は商業港、観光資源としてキューバ経済にとって非常に重要であるが、湾に隣接する

製油所からの油汚染や、河川・雨水管を通した未処理の生活・産業廃水の直接流入による水質汚

染問題は深刻であり、ハバナ湾の生態系及び100万人以上の周辺住民の生活環境への影響が懸念

される。

　これに対してキューバ政府は、1995 ～ 1998 年に地球環境基金（GEF）の協力を得、汚染に係

る調査を実施したが、将来のハバナ市の工業・観光発展なども考慮したより包括的な計画の策定

と、フィージビリティ調査（F/S）の実施が必要とされている。ハバナ湾沿岸の環境管理調整機関

であるハバナ湾浄化・保全・開発のための国家ワーキンググループ（GTE）を設立し、また関連

基準や法規の見直し、改善を図ってきたが、十分な成果を得ていないのが現状である。

　キューバの国際協力重点課題は、国民生活の基本に関するもの、すなわち健康と教育であり、

ハバナ湾の環境は国民の健康に直結することから、本調査への期待は非常に高い。また、海外か

らの協力は、自助努力を補佐するものであるという考えが基本にあることが予備調査を通じ確認

できた。更にカウンターパート（C/P）が誠実かつ熱心で、技術的にもレベルは高く、技術移転

の効果も期待できる。

　以上より、ハバナ湾の汚染源対策に係るマスタープラン（M/P）策定、及び F/S 調査を実施す

ることは非常に意義の高い、かつ先方の重点課題に沿った案件であると判断した。

　なお、現在キューバに対して、有償及び無償資金協力は実施されておらず、日本による事業化

の目途は立っていないが、今後の日本のキューバへの協力に勘案して、現段階から準備をするこ

とは重要であると思われる。

　本開発調査を効果的なものとするためにも、早い時期に有償及び無償資金協力が導入されるこ

とが期待される。

３－２　事前調査への方針

３－２－１　調査全体方針

　予備調査を通じて、改めてキューバ側の要請内容は、

①ハバナ市旧市街の雨水管・汚水管の整備に係る調査（違法接続が多く、雨水管を通じてハバ

ナ湾に相当量の汚水が流入している現状にかんがみ、主要な３つの排水管の周辺の調査を実

施して対策を立案すること）

②主要な３河川を通じてハバナ湾に流入する汚水量を軽減するための対策に係る調査（主要３

河川の流域の下水排出の状況などを調査し、下水処理場の建設を含む具体的な対策を立案す
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ること）

であることが確認できた。

　予備調査前には、上記②に関しては、国連開発計画（UNDP）／GEFによる調査実績があるこ

とから、GEF 調査の簡単なフォローを実施する方向で考えていた。しかし実際には GEF 調査で

は科学的、技術的な調査は十分に行われておらず、詳細な調査、正確な事業費積算がなされてい

ないことが判明した。河川からのハバナ湾水質に与える影響が大きく、総合的なハバナ湾の浄化

を解決することを目的として調査を実施するのであれば、上記、①及び②の双方を実施すること

を検討する必要がある。

　なお、下水システムの改善に係るM/Pについては、対象地域の自然環境及び社会環境に関する

情報を基本的事項として収集し、ハバナ湾及び主要３河川の水質等の状況及び傾向を数値的に把

握し、水質の悪化に影響を与えている都市廃水及び産業廃水の現状を調査し、将来の発展を見込

んだうえで、改善目標（定量的な目標が望ましい）及び目標年次（短期的、中期的及び長期的）

を定めて策定するものである。

３－２－２　事前調査時期

　事前調査の派遣時期については、できる限り早い時期とし、関連資料及び情報の収集、先方と

の良きコミュニケーションを継続するべきと考える。

３－２－３　調査期間

　調査地域はハバナ湾及びその集水域となるため広大ではないが、キューバでの初めての開発調

査案件であり、情報入手の困難さ、手続き面での煩雑さを想定し、調査期間を検討する必要があ

る。

３－２－４　役務コンサルタント団員

　事前調査における役務提供コンサルタントは、調査内容から、「下水道整備計画」、「水質測定

計画」が適当と思われる。前者により施設の稼働状況、データを、また後者により集水域におけ

る下水管や雨水管からの水質データに関する、調査、分析状況を得ることにより、本格調査の技

術的調査内容を描くことができる。

３－２－５　調査実施体制

　C/P 機関は、ハバナ湾浄化・保全・開発のための国家ワーキンググループ （GTE）を調整機関

として、関係各機関のうち国家水資源庁ハバナ支局ハバナ市上下水道公社 （DPRH/Havana-City）

及び国家水資源庁上下水道公社ハバナ支局（INRH-DPAA/Habana：Empresa de Aprovechamiento
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Hidraulico de Ciudadde la Habana）が主たる実質的な C/P である。上下水道公社ハバナ支局に調

査団員の事務所が準備される可能性が高い。これら機関とも十分に協議を行う必要がある。

　また、他省庁等との調整はGTEが行うため、調査実施に必要な各種の調査項目が内務省や軍と

のかかわりのあるものは、早期に調整を依頼しておくことが望ましい。

　ステアリングコミッティに関し、キューバ側はGTEが議長を務め、DPRH/Havana-City や他の

関連機関が参加するステアリングコミッティを調査開始までに組織することに同意した。

３－２－６　他ドナーとの連携

　本件と関連する各種調査及び関係機関と十分な調査が必要である。つまりGEFが1995～1998

年にかけてハバナ湾の水質汚染調査（科学的、技術的な調査は十分に行われていない）を実施

し、この調査に関連して既に国連開発計画（UNDP）、イタリア、ベルギー、ドイツが具体的な協

力を決めている（UNDP及びイタリアは下水処理場建設などへの融資、ベルギーは汚水管や雨水

管のリハビリ、ドイツは関連する分野の人材育成等）。これらの案件情報を入手するとともに十

分に連携し、当該分野での協力を効果的に実施することに配慮する必要がある。

３－３　F/S について

　調査の目的は、ハバナ湾の浄化と本調査を通じて行われる技術移転であり、その内容は、下水

（雨水及び汚水）システムの改善に係るM/Pと優先プロジェクトのF/Sである。F/Sに関しては、

調査団より現状のキューバとの技術協力において無償や有償資金協力が投入される見通しがなく、

事業化の確実性が薄いことからプレF/Sとしたいとの説明をした。キューバ側は調査団の説明に

理解を示したが、プレF/Sでなく、F/Sを実施してほしいと要請してきた。先行するGEFの調査

やキューバ側が独自に実施した調査においては、いずれの地域においてもF/Sは実施されていな

いために正確な事業費積算がなされておらず、下水処理場建設事業への融資が断られたケースが

あったこと、また実際に融資が承認されたケースでも事業費積算が正確になされていないために、

工事実施にあたって追加資金が必要になっているケースがあるなど現実にGTEが直面している問

題があることから、我が方の開発調査においてはF/Sまでの実施を強く望むとの意向があるもの

と思われる。

　初めてのキューバへの開発調査でもあり、「先方の要望に沿った、比較的明快な調査」をめざ

すとするならば、F/Sが適切であると思われる。また日本による調査が、現地に生かされるため

には、日本以外のドナーにも提供でき得る F/S 調査を実施することが望まれる。
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３－４　本格調査について

３－４－１　本格調査の目標案

　水質汚染が深刻化しているハバナ湾における汚染源対策に係るM/P策定（目標年次2009年）、

及び下水・雨水システムの改善を主眼とするF/S調査の実施、さらに本調査を通じた先方関係機

関職員の能力向上も目的とする。

３－４－２　本格調査概要案

　本開発調査は、基礎調査、M/P の策定及び優先プロジェクトの（プレ）F/S から成る。

（1）基礎調査

1） M/P 策定に必要な既存資料、情報の収集（①自然条件、②社会経済状況、③土地利用状

況、④公衆衛生・環境状況、⑤環境関連法規、⑥環境関連組織、⑦環境教育等）　

2） 関連計画のレビュー　

3） 現地踏査（①下水道管理、②排水路現況、③下水・衛生事業主体に関する調査、④生

活排水実態、⑤工場排水実態、⑥湾内水質モニタリング現況等）　

4） 現地実査（①水質調査、②汚濁物質発生源調査、③地形調査等）

5） 水文調査　

6） 水質・底質調査　

7） 社会経済調査（住民意識調査を含む）　

8） 雨水排水網調査　

9） 衛生状況調査　

　10） 組織・法制度調査

（2）M/P の策定

1） 社会経済フレームの設定

2） 施設計画

3） 初期環境調査（IEE）

4） 維持管理計画（下水処理場経営、下水処理場メンテナンス、下水管メンテナンスを含む）

5） 概算事業費積算

6） 組織強化・制度改善計画（法制度、組織間調整の強化）

7） 財務状況調査

8） 人材育成計画策定（環境教育を含む）

9） 事業評価（経済／財務、社会、環境等）



－ 195 －

　10） 実施計画及び優先プロジェクトの選定

（3）優先プロジェクトの（プレ）F/S

1） 計画諸元の設定

2） 施設計画・設計

3） 施工計画

4） 運営維持管理計画

5） 事業費積算・資金計画

6） 環境影響評価（EIA）

7） 事業評価（社会、経済、財務、環境、技術等）

8） 事業実施計画
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